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第96回 定時株主総会
招集ご通知

開催概要
＜日時＞
2021年６月25日（金）
午前10時　（受付開始　午前９時）
＜場所＞
東京都千代田区岩本町一丁目10番５号
TMMビル　８階
日本高周波鋼業株式会社　会議室
（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の
「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、
お間違いのないようお願い申し上げます。）

＜ご来場自粛のお願い＞
1．新型コロナウイルス感染拡大を防

止するため、株主総会当日のご来場
はお控え頂き、書面またはインター
ネットによる議決権行使をお願い申
し上げます。

2．新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、ご用意できる席数が例年よ
り大幅に減少いたします。満席とな
った場合は、入場をお断りする場合
がございます。予めご了承くださ
い。

新型コロナウイルス感染拡大防止対応
についての詳細は本招集ご通知2ペー
ジをご覧ください。

証券コード　5476

Contents
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株主総会参考書類…………………５
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決議事項
第１号議案……資本金、資本準備金および利益準

備金の額の減少ならびに剰余金の
処分の件

第２号議案……取締役７名選任の件
第３号議案……補欠監査役１名選任の件
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（証券コード 5476）
2021年６月８日

株 主 各 位
東京都千代田区岩本町一丁目10番５号
日本高周波鋼業株式会社
代表取締役
社　　　長 藤 井 晃 二

第96回　定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第96回定時株主総会を下記により開催いたしますのでご案内申し上げます。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、当日のご来場はお控えいただき、
書面またはインターネットによって議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
お手数ながら後記株主総会参考書類（５ページから11ページまで）をご検討くださいまし
て、2021年６月24日（木曜日）午後５時30分までに議決権をご行使いただきますようお
願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月25日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区岩本町一丁目10番５号
TMMビル　８階　日本高周波鋼業株式会社　会議室
（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内
図」をご参照のうえ、お間違いのないようお願い申し上げます。）

３．株主総会の目的である事項
報 告 事 項 ⒈　第96期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに計算書類報告の件
⒉　会計監査人および監査役会の第96期連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項 第１号議案　資本金、資本準備金および利益準備金の額の減少ならび
に剰余金の処分の件

第２号議案　取締役７名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件

－ 1 －

株主各位
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４．招集にあたっての決議事項
　代理人により議決権を行使される場合は、代理人は議決権を有する他の株主１名とさ
せていただきます。その際、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明
する書面を当日に会場受付にご提出ください。

以　上

●開場時間は、午前９時とさせていただきます。
●当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。
●当日当社では軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承賜りますようお願い申し

上げます。
●法令および当社定款第14条の規定に基づき、連結注記表、個別注記表として表示すべき事項につきま

しては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.koshuha.co.jp/）に掲載し、ご提供し
ております。なお、連結注記表および個別注記表は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報
告をそれぞれ作成するに際して、連結計算書類、計算書類の一部として、あわせて監査を受けており
ます。

●株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.koshuha.co.jp/）において掲載させていただきます。

●株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、日時・場所・
株主総会の目的である事項等を変更する場合には、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.koshuha.co.jp/）で発表いたしますので、ご確認くださいますようお願い申し上げ
ます。また、会場変更の際は、入場者数の制限を行う場合があります。

＜新型コロナウイルス感染拡大防止対応について＞
1．新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、株主総会当日のご来場はお控え頂き、書面また

はインターネットによる議決権行使をお願い申し上げます。
2．新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ご用意できる席数が例年より大幅に減少いたします。

満席となった場合は、入場をお断りする場合がございます。予めご了承ください。
3．会場受付で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方は、入

場をお断りし、お帰り頂く場合がございます。
4．株主総会に出席する役員、および運営スタッフは、マスクを着用して対応させていただきます。
5．株主総会の議事は簡略化し、例年より時間を短縮して行う予定です。
6．当日ご出席の場合は、マスク着用のうえご来場くださいますようお願いいたします。近時の情

勢を踏まえ、マスクを着用しない株主様は入場をお断りし、お帰りいただく場合もございます。
また、会場に設置の消毒液をご利用いただきましてから、会場内にお入りくださいますようお願
いいたします。

－ 2 －

株主各位
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申
しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示のうえ、
ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案
の賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2021年６月24日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2021年６月24日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

2021年６月25日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第１・３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個 1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最
後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

－ 3 －

議決権行使についてのご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内
議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

「次へすすむ」をクリック

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

※操作画面はイメージです。

2

3

4

パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関するお問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　平日９：00～21：00）

－ 4 －

議決権行使についてのご案内
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　資本金、資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分の件

　繰越利益剰余金の欠損のてん補を行うとともに、今後の柔軟かつ機動的な資本政策や早期に復配
できる体制を実現するため、会社法第447条第１項および第448条第１項ならびに452条の規定に基
づき、資本金、資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分を行うことにつきご
承認をお願いするものであります。
　なお、本議案は払い戻しを行わない無償減資であり、発行済株式総数を変更することなく資本金
及び資本準備金の額を減少するものであるため、株主の皆様が所有する株式数に影響を与えるもの
ではございません。また、今回の資本金、資本準備金、利益準備金の額の減少によって当社の純資
産額及び発行済株式総数に変更はございませんので、１株当たり純資産額に変更は生じません。

１．資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少
　(1)減少する資本金の額

　資本金の額15,669,653,575円を2,948,238,335円減少し、12,721,415,240円といたします。

　(2)減少する資本準備金の額
　資本準備金の額1,139,905,768円を全額減少し、0円といたします。

　(3)減少する利益準備金の額
　利益準備金の額117,263,811円を全額減少し、0円といたします。

　(4)資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少の方法
　本件においては、発行済株式総数の変更は行なわず、資本金の額の減少2,948,238,335円及び
資本準備金の減少額1,139,905,768円は、その他資本剰余金に振り替えます。
　また、利益準備金の減少額117,263,811円は、繰越利益剰余金に振り替えます。

２．剰余金の処分
　会社法第452条の規定に基づき、資本金及び資本準備金の減少の効力発生を条件に、剰余金の処
分を次の通り実施いたします。
　増加したその他資本剰余金4,088,144,103円を全額繰越利益剰余金に振り替えることにより、繰
越利益剰余金の欠損をてん補いたします。

３．資本金の額の減少および剰余金の処分が効力を生じる日
　2021年９月１日（予定）

－ 5 －

資本金、資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰余金の処分の件
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第２号議案　取締役７名選任の件
　取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選任をお願
いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位・担当

1
 ふ じ  

藤
い

井
 

 
 こ う  

晃
じ

二 代表取締役社長 再 任

2
じょう

定
 む ら  

村
 

 
 

　
たけし

剛 取締役常務執行役員　富山製造所長 再 任

3
 お  

小
 の  

野
 で ら  

寺
 

 
 け ん  

謙
 じ  

司 執行役員　営業本部長（兼）大阪支店長 新 任

4
 む ら  

村
 こ し  

越
 

 
 ひ さ  

久
 と  

人
執行役員　グループコンプライアンスの担
当、監査室の担当および総務企画本部長
（兼）同本部管理部長

新 任

5
 ほ う  

寳
 だ  

田
 

 
 す み  

澄
 か ず  

和 新 任

6
 み や  

宮
 じ ま  

島
 

 
 て つ  

哲
や

也 社外取締役（非常勤） 再 任
社 外

独 立

7
 な が  

長
 の  

野
 

 
 ひ ろ  

寛
 ゆ き  

之 社外取締役（非常勤） 再 任
社 外

独 立

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者番号  ふ じ  

藤
い

井
 

 
 こ う  

晃
じ

二 ■所有する当社株式の数
10,900株１ （1958年３月26日生） 再 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1980年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
2006年 4月 同社鉄鋼部門加古川製鉄所設備部長
2009
2010
2012

年
年
年

4
4
4

月
月
月

同社鉄鋼部門神戸製鉄所設備部長(理事）
同社執行役員（鉄鋼事業部門技術総括部長）
同社常務執行役員（鉄鋼事業部門神戸製鉄所
長）

2014年 4月 同社専務執行役員（鉄鋼事業部門神戸製鉄所
長）

2015年 6月 神鋼鋼線工業株式会社代表取締役社長
2019
2019

年
年

6
6
月
月

当社顧問
当社代表取締役社長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　該当事項はありません。

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所に入社以来、主に設備部門に従事し、同社鉄鋼事業部門技術総括部長、同部門神戸製鉄所長お
よび神鋼鋼線工業株式会社の代表取締役社長を経て、2019年６月から当社代表取締役社長を務めており、鉄鋼関連事業の経営者
としての豊富な経験と実績から、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 じ ょ う

定
 む ら  

村
 

　
 

 
た け し

剛 ■所有する当社株式の数
10,700株２ （1963年１月20日生） 再 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1985年 4月 当社入社
2008年 4月 当社工具鋼本部工具鋼営業部担当部長
2011年 4月 当社営業本部工具鋼営業部長
2014
2016

年
年

4
6
月
月

当社営業本部工具鋼営業部長（理事）
当社取締役　富山製造所副所長（兼）同製造
所業務部長

2020
2020

年
年

4
6
月
月

当社取締役　富山製造所長
当社取締役常務執行役員　富山製造所長
(現在に至る)

重要な兼職の状況
　エヌケイ精工株式会社　代表取締役社長(非常勤）

選任の理由
　当社に入社以来、主に営業部門に従事し、工具鋼営業部長および富山製造所副所長を経て、現在は取締役常務執行役員　富山製
造所長を務めており、当社における豊富な業務経験と、鉄鋼業界における見識を有していることから、引き続き取締役候補者とい
たしました。

－ 7 －

取締役選任議案
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候補者番号  お  

小
 の  

野
 で ら  

寺
 

 
 け ん  

謙
 じ  

司 ■所有する当社株式の数
5,600株３ （1964年３月６日生） 新 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1987年 4月 当社入社
2010年 4月 当社営業本部条鋼営業部担当部長
2011年 4月 当社営業本部条鋼営業部長
2016年 6月 当社営業本部工具鋼営業部長
2017年 4月 当社営業本部工具鋼営業部長（理事）

2018年 6月 当社取締役　営業本部副本部長（兼）大阪支
店長

2020

2021

年

年

6

4

月

月

当社執行役員　工具鋼関連事業の担当および
営業本部副本部長（兼）大阪支店長
当社執行役員　営業本部長（兼）大阪支店長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　高周波精密株式会社　取締役（非常勤）
　株式会社カムス　取締役（非常勤）
　麦卡発商貿（上海）有限公司　董事長（非常勤）

選任の理由
　当社に入社以来、主に営業部門に従事し、条鋼営業部長、工具鋼営業部長および営業本部副本部長を経て、現在は営業本部長を
務めており、当社における豊富な業務経験と、鉄鋼業界における見識を有していることから、取締役候補者といたしました。

候補者番号  む ら  

村
 こ し  

越
 

 
 ひ さ  

久
 と  

人 ■所有する当社株式の数
5,100株４ （1961年１月１日生） 新 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1983年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
2013年 3月 同社真岡発電プロジェクト推進部担当部長
2014年 6月 同社電力事業企画推進本部担当部長
2017
2018
2018
2019

年
年
年
年

4
4
6
6

月
月
月
月

当社管理部担当部長
当社管理部担当部長（理事）
当社管理部長（理事）
当社取締役　総務企画本部副本部長（兼）同
本部管理部長

2020

2021

年

年

6

4

月

月

当社執行役員　総務企画本部副本部長（兼）
同本部管理部長
当社執行役員　グループコンプライアンスの
担当、監査室の担当および総務企画本部長
（兼）同本部管理部長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　高周波鋳造株式会社　監査役（非常勤）

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所において、主に企画管理部門に従事し、同社電力事業企画推進本部担当部長を経て、当社にお
いて現在はグループコンプライアンスの担当、監査室の担当および総務企画本部長を務めており、当社の財務ならびに経営管理全
般の知見を有していること、および営業・製造・開発面などの監督機能を期待できると判断したことから、取締役候補者といたし
ました。

－ 8 －

取締役選任議案
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候補者番号  ほ う  

寳
 だ  

田
 

 
 す み  

澄
 か ず  

和 ■所有する当社株式の数
0株５ （1969年10月５日生） 新 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1992年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
2009年 1月 同社財務部主任部員
2016
2017
2020

年
年
年

4
4
4

月
月
月

同社鉄鋼事業部門原料部担当部長
同社鉄鋼事業部門原料部長
同社鉄鋼アルミ事業部門原料部長

2021年 4月 同社鉄鋼アルミ事業部門管理部長（兼）同部
門原料部長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　株式会社神戸製鋼所　鉄鋼アルミ事業部門管理部長（兼）同部門原料部長

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所において、財務部門及び鉄鋼事業部門での原料部門の経験を経て、現在は同社鉄鋼アルミ事業
部門管理部長（兼）同部門原料部長を務めており、当社の事業運営全般に対する監督機能を期待できると判断したことから、取締
役候補者といたしました。

候補者番号  み や  

宮
 じ ま  

島
 

 
 て つ  

哲
や

也 ■所有する当社株式の数
0株６ （1970年４月10日生） 再 任 社 外 独 立

略歴ならびに当社における地位および担当
1997

2014

年

年

4

4

月

月

弁護士登録（第一東京弁護士会）
梶谷綜合法律事務所入所
（現在に至る）
第一東京弁護士会　監事

2016年 6月 当社社外取締役（非常勤）

2020年12月
（現在に至る）
日本調理器株式会社　社外取締役
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　梶谷綜合法律事務所　弁護士
　日本調理器株式会社　社外取締役

選任の理由および期待される役割の概要
　同氏は直接経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての知見を活かして、特に会社経営の監督機能強化およびコンプ
ライアンス経営の推進について専門的な観点から当社の業務執行に対する監督、助言等いただくことを期待したため、引き続き社
外取締役候補者といたしました。

－ 9 －

取締役選任議案
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候補者番号  な が  

長
 の  

野
 

 
 ひ ろ  

寛
 ゆ き  

之 ■所有する当社株式の数
0株７ （1955年10月20日生） 再 任 社 外 独 立

略歴ならびに当社における地位および担当
1978年 4月 松下電器産業株式会社入社（現　パナソニッ

ク株式会社）
2009年 4月 パナソニックプラズマディスプレイ株式会社

代表取締役社長
2012

2013

年

年

4

4

月

月

大阪大学大学院　工学研究科ビジネスエンジ
ニアリング専攻特任教授
兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構教授

2016年 6月 エスペック株式会社　社外取締役
（現在に至る）

2020

2021

年

年

6

4

月

月

当社社外取締役（非常勤）
（現在に至る）
兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構　特
任教授
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構　特任教授
　エスペック株式会社　社外取締役（2021年６月退任予定）

選任の理由および期待される役割の概要
　会社の経営や社外取締役の経験から、会社経営の監督機能強化および技術面から見た事業運営について専門的な立場から助言等
いただくことを期待したため、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）1.　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　株式会社神戸製鋼所は、当社の特定関係事業者（親会社）であり、同社の業務執行者である

候補者および過去10年間に業務執行者であった候補者の同社における地位および担当は略
歴に記載のとおりであります。

3.　当社は保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締
結しております。当該保険契約は会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者
が負担することとなった争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としており、被保険者の職
務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為等
に起因する損害等については、填補の対象外としています。当該契約の保険料は全額当社が
負担しております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者
となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

4.　宮島哲也、長野寛之の両氏は社外取締役候補者であります。
5.　当社は宮島哲也、長野寛之の両氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、再任された場合
には、両氏との間で当該契約を継続する予定であります。

6.　当社は宮島哲也、長野寛之の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おり、再任された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。なお、当社は宮島哲
也氏が所属する梶谷綜合法律事務所と顧問契約を締結しておりますが、当社が直前事業年度
に同所に支払った報酬額は僅少であるため、同氏の独立性に問題はないと判断しております。

7.　宮島哲也氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって５年であります。
8.　長野寛之氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。

なお、会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべき事項につきまし
ては、上記の他に特記すべき事項はありません。

－ 10 －

取締役選任議案
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件
　2020年６月23日開催の第95回定時株主総会において補欠監査役に選任された濵村和則氏の選任
の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める社外監査役の員数を欠くこと
になる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりそ
の選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

 は ま  

濵
 む ら  

村
 

 
 か ず  

和
 の り  

則 ■所有する当社株式の数
0株（1953年４月23日生）

略歴および当社における地位
1976 11月 新和監査法人入所（現　有限責任あずさ監査

法人）
1981年 8月 公認会計士登録
2015年 6月 有限責任あずさ監査法人　定年退職
2016年 7月 株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービス

監査役

2020 6月 当社補欠監査役
（現在に至る）

2020年 6月 公益財団法人ＮＨＫ交響楽団　監事

2020年 6月
（現在に至る）
一般財団法人ＮＨＫサービスセンター　監事
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　公共財団法人ＮＨＫ交響楽団　監事
　一般財団法人ＮＨＫサービスセンター　監事

選任の理由
　直接経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として長年監査法人に勤めた経験と知識を持ち、当社の業務執行に対す
る監査業務を適切に遂行して頂けると判断したことから、補欠の社外監査役候補者といたしました。

（注）1.　候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.　濵村和則氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3.　濵村和則氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

4.　当社は保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締
結しております。当該保険契約は会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者
が負担することとなった争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としており、被保険者の職
務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為等
に起因する損害等については、填補の対象外としています。当該契約の保険料は全額当社が
負担しております。濵村和則氏が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり
ます。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上

－ 11 －

補欠監査役選任議案
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（添付書類）
事　業　報　告

（ 2020年 4 月 1 日から ）2021年 3 月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大により経済活動が停滞し、
回復の動きがあるものの、総じて厳しい状況となりました。足元では感染症の再拡大により、
依然として先行きが不透明な状況が続いております。
　こうした経済環境の中、当社グループにおいては、主要な需要業界からの受注が大きく減少
し、売上数量が大きく減少したことに加え、前年度に実施した貯蔵品の会計処理方法の変更に
よる増益影響がなくなりました。原燃料等の市況が下落したことや経費等の固定費削減に取り
組んだものの、業績は著しく悪化しました。
　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高315億１千６百万円(前年同期比15.5％減)、
営業損失20億７千１百万円(前年同期は５百万円の営業損失)、経常損失17億６千３百万円(前
年同期は６千２百万円の経常利益)、特別損益は、土地の売却益を計上した一方、固定資産減損
損失を計上したことにより46億９千５百万円の損失となり、親会社株主に帰属する当期純損失
64億４千５百万円(前年同期は４千９百万円の親会社株主に帰属する当期純損失)となりまし
た。
　当期の配当につきましては、業績および財務状況を勘案し、誠に遺憾ながら見送ることとさ
せていただきます。株主の皆様には、多大なご迷惑をおかけすることとなり、誠に申し訳なく
深くお詫び申しあげます。何卒ご理解を賜わりますようお願い申しあげます。

　各セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　部門別の状況
〔特殊鋼部門〕
　工具鋼、特殊合金、軸受鋼の各製品分野での売上数量が減少し、当連結会計年度の売上高は
226億９千万円（前年同期比15.5％減）となりました。損益面では、原燃料等の市況が下落し
たことやコストダウン、固定費削減に取り組んだものの、売上数量の減少および前年度に実施
した貯蔵品の会計処理方法の変更による増益影響がなくなったことから、18億２千４百万円の
営業損失（前年同期は２億５千９百万円の営業損失）となりました。

〔鋳鉄部門〕
　産業機械向けの売上数量は増加したものの、トラック等の商用車向け、建設機械向けの売上
数量が減少し、当連結会計年度の売上高は75億４千７百万円（前年同期比12.2％減）となりま
した。損益面では、固定費削減に取り組んだものの、売上数量の減少および販売価格が下落し
たことから、４千５百万円の営業損失（前年同期は２億４千万円の営業利益）となりました。

－ 12 －

事業の経過およびその成果
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〔金型・工具部門〕
　自動車向け金型の売上高が減少し、当連結会計年度の売上高は12億７千９百万円（前年同期
比30.2％減）となりました。損益面では、固定費削減に取り組んだものの、売上減少の影響が
大きく、２億１百万円の営業損失（前年同期は１千２百万円の営業利益）となりました。

②　部門別販売状況
（金額：百万円）

部 門 前期・95期 当期・96期 増減率
（％）販売金額 構成比(％) 販売金額 構成比(％)

特 殊 鋼
工 具 鋼 11,806 31.6 9,455 30.0 △19.9
特 殊 合 金 8,838 23.7 7,378 23.4 △16.5
軸 受 鋼 他 6,210 16.7 5,855 18.6 △5.7

小 計 26,855 72.0 22,690 72.0 △15.5
鋳 鉄 8,599 23.1 7,547 24.0 △12.2
金 型 ・ 工 具 1,832 4.9 1,279 4.0 △30.2
合 計 37,287 100.0 31,516 100.0 △15.5
(上記の内、輸出額) (4,497) (12.1) (4,506) (14.3) (0.2)

－ 13 －

事業の経過およびその成果
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⑵　対処すべき課題
　当社グループの主要な顧客である自動車および産業機械の分野は、短期的には需要の持ち直し
が見込まれるものの、内需の立ち上がりは緩やかで、依然として、外需に依存しながらの回復に
なるものと想定されます。今後、国内外での競争が一層激しさを増していく中、当社グループが
これまでと同様に社会に必要とされるために、以下に挙げる「品質」「納期」「コスト」「新製
品開発」に関する諸課題に対応してまいります。
　また、中長期的には、自動車産業におけるEV（電気自動車）化が進展することが予想され、
当社グループを取り巻く市場規模や製品構成は大きく変化していくものと考えられますが、「少
量多品種」対応という当社グループの最大の特長を更に活かすべく、神戸製鋼グループ各社との
連携による効率的な生産体制の再構築についても、あるべき姿を検討してまいります。

①特殊鋼部門
ア　高付加価値製品を中心とした販売量の確保

〔工具鋼分野〕
　平板広幅材（分塊圧延ラインの活用）など
〔特殊合金分野〕
　マルテンサイト系ステンレス鋼、耐熱鋼など

イ　製品品質の向上と安定
　・操業管理の定量化と記録の徹底による操業再現性の向上
　・操業実績の定量的解析による品質不良の原因究明と操業改善の継続
　・品質安定に重点を置いた製品開発や操業技術の確立

ウ　コスト競争力の強化
　・前中期経営計画で実施した大型投資効果（分塊圧延ライン更新・加熱炉等の燃料転

換）の確実な取り込み
　・品質管理強化および操業改善による歩留まり・原単位の向上
　・設備投資の圧縮による固定費の削減

エ　技術開発の推進
　・「少量多品種」生産の特長を活かした、お客様のニーズに合致する製品群の創出（EV

化に対応した新規材料、高耐食軸受鋼など）
オ　原料市況に応じた販売価格へのタイムリーな転嫁

②鋳鉄部門
ア　物量の確保

　・産業機械分野でのロボット・IT関連需要の確実な取り込み
　・高付加価値品の受注拡大

イ　生産性の向上
　・自硬性鋳物製品の生産ラインの整備

ウ　品質の向上と安定化
　・最適な製造条件の追究および新規設備の導入による品質安定化

エ　作業環境の改善

－ 14 －

対処すべき課題
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③金型・工具部門
ア　高付加価値製品の拡販

　・自動車以外も含めた精密金型分野での受注拡大（医療用など）
　・グループ会社とのシナジーの追究（新規ユーザーの開拓）

イ　コスト・納期の競争力強化
　・生産性向上および外注費低減によるコストダウンの推進
　・品質改善および工程の見直しによる納期達成率の向上

　また、「KOBELCOの3つの約束と6つの誓い」を念頭に置き、コンプライアンス意識の醸成
を図りながら、安全活動、環境保全、防災対策、リスクマネジメント体制の強化を進めます。ま
た、当社グループが持続的に成長を続けていくために、組織の活性化による明るい風土作りや人
材確保と育成に注力してまいります。

　株主の皆様には今後ともより一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 15 －

対処すべき課題
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⑶　財産および損益の状況の推移
①　企業集団の財産および損益の状況

区 分 第93期
(2017年度)

第94期
(2018年度)

第95期
(2019年度)

第96期
(2020年度)

(当連結会計年度)
売 上 高 39,445 百万円 41,317 百万円 37,287 百万円 31,516 百万円

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） 1,284 百万円 846 百万円 62 百万円 △1,763 百万円

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

856 百万円 244 百万円 △49 百万円 △6,445 百万円

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 58.46 円 16.67 円 △3.36 円 △439.80 円

総 資 産 44,297 百万円 48,016 百万円 47,222 百万円 37,345 百万円

純 資 産 20,822 百万円 20,688 百万円 21,202 百万円 14,843 百万円
 

（注）2017年10月１日付で10株を１株に併合する株式併合を実施したため、第93期の期首に当該株式
併合が行なわれたと仮定し、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）を算定しております。

②　当社の財産および損益の状況

区 分 第93期
(2017年度)

第94期
(2018年度)

第95期
(2019年度)

第96期
(2020年度)
(当　期)

売 上 高 24,609 百万円 25,920 百万円 24,327 百万円 20,085 百万円

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） 573 百万円 269 百万円 180 百万円 △1,452 百万円

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） 467 百万円 △84 百万円 245 百万円 △6,106 百万円

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 31.92 円 △5.75 円 16.76 円 △416.65 円

総 資 産 35,129 百万円 38,522 百万円 38,658 百万円 29,041 百万円

純 資 産 19,633 百万円 19,187 百万円 19,966 百万円 13,952 百万円

（注）2017年10月１日付で10株を１株に併合する株式併合を実施したため、第93期の期首に当該株式
併合が行なわれたと仮定し、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）を算定しております。

⑷　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は10億１千３百万円であり、主なも
のは当社の分塊圧延ライン更新工事１億９千７百万円等であります。

⑸　資金調達の状況
　当連結会計年度における企業集団の設備投資資金は、自己資金および借入金により充当いたしまし
た。当企業集団において増資、社債発行等による資金調達はありません。

－ 16 －

財産および損益の状況の推移、設備投資の状況、資金調達の状況
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⑹　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
特殊鋼部門 ：工具鋼、特殊合金及び軸受鋼製品（鋼線・線材・棒材・鍛鋼品・二次加工品等）

の製造・販売
鋳鉄部門 ：自動車部品や建設機械・産業機械部品等の特殊鋳物製品の製造・販売
金型・工具部門：金型及び金型部品、各種切削工具等の製造・販売

⑺　主要な営業所および工場（2021年３月31日現在）
特殊鋼部門 当社本社 ：東京都千代田区岩本町一丁目10番５号

支店 ：大阪（大阪府大阪市）
：名古屋（愛知県瀬戸市）

製造所 ：富山製造所（富山県射水市）
㈱カムス ：関東テクノセンター（群馬県太田市）

：中部テクノセンター（愛知県瀬戸市）
鋳鉄部門 高周波鋳造㈱ ：本社工場（青森県八戸市）
金型・工具部門 高周波精密㈱ ：本社工場（千葉県市川市）

⑻　従業員の状況（2021年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

部 門 の 名 称 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
特 殊 鋼 833名 △7名
鋳 鉄 348名 ＋24名
金 型 ・ 工 具 114名 △6名

合 計 1,295名 ＋11名

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

568名 △３名 40歳０ヶ月 14年０ヶ月
（注）　上記従業員数には、出向者29名を含んでおりません。

－ 17 －

主要な事業内容、主要な営業所および工場、従業員の状況
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⑼　重要な親会社および子会社の状況（2021年３月31日現在）
①　親会社の状況

　当社の親会社は株式会社神戸製鋼所で、同社は当社の株式を51.68％所有しております。同社か
らは原材料等を購入し、同社には特殊鋼製品等の販売を行っております。
　原材料等の購入については、市場の実勢価格をみて価格交渉の上、決定しております。
　特殊鋼製品等の販売については、市場価格や総原価を勘案して価格交渉の上、決定しております。
　当社取締役会は、これらの取引は、親会社から独立して最終的な意思決定を行っているとして、
当社グループの利益を害するものではないと判断しております。
　また、同社からは取締役１名が就任しております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

高 周 波 鋳 造 株 式 会 社 400百万円 100 ％ 鋳鉄製品の製造・販売

高 周 波 精 密 株 式 会 社 400 100 金型、工具、機械部品等の製
造・販売

株 式 会 社 カ ム ス 300 100 各種鋼材の加工・販売、金属
の熱処理・表面処理

エ ヌ ケ イ 精 工 株 式 会 社 80 100 金属の熱処理および各種加
工、鍛造品の製造・販売

麦卡発商貿(上海)有限公司 800千元 100
鋼材、合金材料、金属製品の
卸売・輸出入・アフターサー
ビス

株式会社東北コアセンター 10百万円 (100) 鋳物用中子の製造、鋳鉄製品
の加工

（注）　麦卡発商貿(上海)有限公司を除く上記の重要な子会社は、連結対象子会社であります。なお、
株式会社東北コアセンターは高周波鋳造株式会社を通じての間接子会社であり、括弧内は間接
子会社としての議決権比率を示しております。

⑽　当社の主要な借入先および借入額（2021年３月31日現在）
借 入 先 借入金残高

コベルコフィナンシャルセンター株式会社 6,600 百万円

－ 18 －

重要な親会社および子会社の状況、当社の主要な借入先および借入額
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⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社の親会社である株式会社神戸製鋼所および当社を含む神戸製鋼グループ数社は、2017年11月
にカナダにおいて、神戸製鋼グループの製造した自動車向け金属製品（以下「対象製品」といいます）
や、対象製品を使用して製造された自動車に関する、経済的損失の賠償等を求めるクラスアクション
を提起されておりましたが、2019年６月７日（現地時間）、原告との間で和解に合意し、和解の基本
合意書を締結しました。2019年11月には正式な和解合意書を締結し、2021年２月、裁判所の和解承
認手続が完了しました。

－ 19 －

その他の企業集団の現況に関する重要な事項
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２．当社の概況（2021年３月31日現在）
⑴　株式に関する事項

①　発行可能株式総数 24,000,000株
②　発行済株式の総数 14,655,542株

　　　　　　　　　（自己株式32,075株を除く）
　　（注）自己株式については失念株式100株が含まれております。

③　株主数 9,526名
④　大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
株 式 会 社 神 戸 製 鋼 所 7,575千株 51.68％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 462 3.15
浅 井 産 業 株 式 会 社 271 1.85
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 217 1.48
株 式 会 社 オ カ イ チ 119 0.81
林 　 良 策 118 0.80
加 藤 一 康 118 0.80
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ５ ) 114 0.78
豊 田 通 商 株 式 会 社 110 0.75
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ６ ) 99 0.67

　（注）持株比率は自己株式(32千株)を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表示しており
ます。

－ 20 －

当社の概況
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⑵　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（2021年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ） 藤 井 晃 二

取締役専務執行役員
（ 代 表 取 締 役 ） 湖 東 彰 弘 グループコンプライアンスの担当、監査室の担当

および総務企画本部長

取締役常務執行役員 堂 野 和 洋 条鋼関連事業の担当および営業本部長

取締役常務執行役員 定 村 　 剛
富山製造所長
エヌケイ精工株式会社　代表取締役社長
（非常勤）

取 締 役
(非常勤) 山 地 敏 行 株式会社神戸製鋼所　鉄鋼アルミ事業部門

管理部長
社 外 取 締 役

（非常勤） 宮 島 哲 也 梶谷綜合法律事務所　弁護士
日本調理機株式会社　社外取締役

社 外 取 締 役
（非常勤） 長 野 寛 之 兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構教授

エスペック株式会社　社外取締役
監 査 役

(常　勤) 久 留 島 　 靖 　 章 高周波精密株式会社　監査役（非常勤）
株式会社カムス　監査役（非常勤）

社 外 監 査 役
(非常勤) 小 原 孝 秀

社 外 監 査 役
(非常勤) 髙 　 尾 　 和 一 郎

永沢総合法律事務所パートナー弁護士
再就職等監視委員会　再就職等監察官
（内閣府・非常勤）

（注）1.　取締役　宮島哲也、長野寛之の両氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2.　監査役　小原孝秀、髙尾和一郎の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。
3.　当社は取締役　宮島哲也、長野寛之の両氏および監査役　髙尾和一郎氏を株式会社東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4.　監査役　小原孝秀氏は、過去に親会社である株式会社神戸製鋼所の経理・資金部門およびシ

ンフォニアテクノロジー株式会社の経理・資金・財務部門において、長年にわたり業務に携
わっており、会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

－ 21 －
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5.　事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。
退任時の地位 氏 名 退任時の担当および重要な兼職の状況 退任年月日

常 務 取 締 役 山 名 　 壽 特命プロジェクトの担当 2020年６月23日
任期満了による退任

取 締 役 小 野 寺 謙 司

営業本部副本部長（兼）大阪支店長
高周波精密株式会社　取締役（非常
勤）
株式会社カムス　取締役（非常勤）
麦卡発商貿（上海）有限公司　董事
長（非常勤）

2020年６月23日
任期満了による退任

取 締 役 村 越 久 人
総務企画本部　副本部長（兼）同本
部管理部長
高周波鋳造株式会社　監査役（非常
勤）

2020年６月23日
任期満了による退任

取 締 役 下 野 茂 治
グループ安全環境防災、品質保証の
総括および富山製造所副所長（兼）
同製造所設備部長

2020年６月23日
任期満了による退任

取 締 役
（非常勤） 堀 川 健 一 神鋼鋼線工業株式会社　執行役員 2020年６月23日

任期満了による退任
取 締 役
（非常勤） 松 田 徹 也 株式会社神戸製鋼所　素形材事業部

門企画管理部　担当部長
2020年６月23日
任期満了による退任

社 外 取 締 役
（非常勤） 小 島 一 美 マイナミ空港サービス株式会社　顧

問
2020年６月23日
任期満了による退任

監 査 役
（非常勤） 中 條 芳 治 2020年６月23日

任期満了による退任
社 外 監 査 役
（非常勤） 松 本 博 明 2020年６月23日

任期満了による退任
6.　2021年４月１日付の取締役の地位、担当および重要な兼職の異動は次のとおりであります。

地 位 氏 名 異動後の担当および重要な兼職の状況

取 締 役 湖 東 彰 弘 社長付

取 締 役 堂 野 和 洋 社長付
取 締 役
（非常勤） 山 地 敏 行 株式会社神戸製鋼所　内部統制・監査部長

社 外 取 締 役
（非常勤） 長 野 寛 之 兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構特任教授

エスペック株式会社　社外取締役
7.　2021年３月31日をもちまして、湖東彰弘氏は代表取締役を辞任いたしました。
8.　2021年３月31日をもちまして、長野寛之氏は兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構教授

を定年退官し、2021年４月１日、兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構特任教授に就任い
たしました。

9.　当社と取締役　宮島哲也、長野寛之の両氏および各監査役は、会社法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
会社法第425条第１項に定める額としております。
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②　取締役及び監査役の報酬等
　ア　役員報酬等の内容決定に関する方針等

　当社は、2021年２月18日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる
決定方針を決議し、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等が当該決定方針と整合してい
ることを確認しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
1.　基本方針
　　当社の取締役の報酬は、業績面での結果責任を明確にし、企業価値の持続的な向上を図るイ

ンセンティブとして機能するよう利益水準に応じて変動するとともに、各役位を踏まえた適正
な水準の報酬体系とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、基本
報酬と業績に応じた業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役や非業務執行取締
役については、その職務に鑑み、基本報酬のみとする。

2.　基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期また
は条件の決定に関する方針を含む。）

　　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位に応じて他社水準、当社の規模、従
業員給与の水準、常勤・非常勤の別、役員兼務の状況等を考慮しながら総合的に勘案し、独立
社外取締役の助言を踏まえて決定するものとする。

3.　業績連動報酬（金銭報酬）の内容および額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える
時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　　当社の業務執行取締役の業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるた
め、前年度の当社経常損益に応じて算出された額を月例の報酬として支給する。目標となる金
額等については、中期経営計画等を基に設定し、適宜、環境の変化に応じて独立社外取締役の
助言を踏まえて見直しを行うものとする。

　　具体的には、当社の事業規模や業績水準及び役位、職責、従業員給与の水準等を総合的に勘
案して設定した役位ごとの基準報酬額を、一定範囲の基準利益を設けた上で、前年度利益がそ
の基準利益を超えた場合は、その水準に応じて一定の比率（2%～10%）で増額させ、逆に下
回る場合は一定（△5%）以上の比率で減額して、業績連動報酬として支給する。

4.　基本報酬の額、業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬額に対する割合については、次の
表のとおりとする。
○基本報酬と業績連動報酬の基準比率

役 位 基本報酬 業績連動報酬 備 考
代表取締役社長 3% 97% 業績が基準利益を上回る場合は業績連動

報酬の基準報酬額を2～10%で増額、下
回る場合は△5％以上減額する。

取締役専務執行役員 4% 96%
取締役常務執行役員 5% 95%
取締役執行役員 6% 94%
非業務執行取締役 100% 0%
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5.　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　取締役の個人別の報酬については、代表取締役社長が上記各種方針及び独立社外取締役の助
言を踏まえて取締役会に提案し、取締役会の決議を以って決定するものとする。

　イ　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人数 報酬毎の総額 報酬毎の種類別の総額
基本報酬 業績連動報酬

取 締 役
(内 社 外 取 締 役)

14名
（３名）

107,700千円
（9,600千円）

15,900千円
（9,600千円）

91,800千円
(-)

監 査 役
(内 社 外 監 査 役)

５名
（３名）

28,350千円
（8,700千円）

28,350千円
（8,700千円）

-
(-)

合 計
( 内 社 外 役 員 ）

19名
（６名）

136,050千円
（18,300千円）

44,250千円 91,800千円
（18,300千円） (-) 

（注）1.　上記には、2020年６月23日開催の第95回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役７名
（内社外取締役１名）および監査役２名（内社外監査役１名）を含んでおります。

2.　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3.　上記支給額のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額7,920千円を支払っております。
4.　業績連動報酬にかかる業績指標は、前年度の一定範囲の経常利益（600百万円～1,200百万

円）を基準利益として設定しております。なお、前年度の経常利益の実績は180百万円であ
ります。当該指標を選択した理由は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるためで
あります。基準報酬額は、当社の事業規模や業績水準及び役位、職責、従業員給与の水準等
を総合的に勘案して役位ごとに設定しております。

5.　取締役の報酬限度額は、1990年６月28日開催の第65回定時株主総会において、年額245百万円以
内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の
取締役の員数は13名です。

6.　監査役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第69回定時株主総会において、年額44百万円
以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。
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(3)　社外役員に関する事項
①　取締役　宮島哲也

ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項
梶谷綜合法律事務所　弁護士
当社は同事務所と顧問契約を締結しておりますが、当社からの支払い報酬は同事務所の規模に
比して僅少であり、社外役員の独立性に影響を及ぼす事項はありません。

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　日本調理機株式会社　社外取締役（2020年12月就任）
　同社と当社との間に重要な取引関係はありません。

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

エ　当事業年度における主な活動状況
　取締役会は19回開催中18回出席し、主に弁護士として培った経験・見識から積極的に意見を述
べております。特に会社経営の監督機能強化およびコンプライアンス経営等について専門的な立
場から助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

②　取締役　長野寛之
ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構教授（2021年３月31日定年退官）
同大学と当社との間に重要な取引関係はありません。

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　エスペック株式会社　社外取締役（2021年６月退任予定）
　同社と当社との間に重要な取引関係はありません。

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

エ　当事業年度における主な活動状況
　取締役会は取締役就任後14回開催中13回出席し、他社での豊富な企業経営経験と高い見識から
積極的に意見を述べております。特に会社経営の監督機能強化および技術面から見た事業運営に
ついて専門的な立場から助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な
役割を果たしています。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

③　監査役　小原孝秀
ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません。
イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

　該当事項はありません。
ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
エ　当事業年度における主な活動状況

　取締役会は19回開催中19回出席し、監査役会は15回開催中15回出席いたしました。取締役会
においては、長年にわたる財務・経理業務の経験をもとに、客観的な視点から当社経営への助言
や取締役の職務が適正に執行されるよう発言を行っております。また、監査役会においては、適
宜必要な発言を行っております。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。
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④監査役　髙尾和一郎
ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

永沢総合法律事務所パートナー弁護士
再就職等監視委員会　再就職等監察官（内閣府・非常勤）
同事務所および同委員会と当社との間に重要な取引関係はありません。

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　該当事項はありません。

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

エ　当事業年度における主な活動状況
　取締役会は監査役就任後14回開催中14回出席し、監査役会は監査役就任後11回開催中11回出
席いたしました。取締役会においては、弁護士として培われた高度な専門知識の観点から、取締
役の職務が適正に執行されるよう発言を行っております。また、監査役会においては、適宜必要
な発言を行っております。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　有限責任 あずさ監査法人
②　報酬等の額

区 分 支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額（注） 50百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 50百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれ
らの合計額を記載しております。

③　監査役会が会計監査人の報酬等について同意した理由
　会計監査人である有限責任あずさ監査法人から説明を受けた当事業年度の監査計画に係る監査時
間・配員計画から見積もられた報酬額の算出根拠等について、監査業務と報酬との対応関係が詳細
かつ明瞭であることから、合理的なものであると判断いたしました。

④　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑤　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号記載のいずれかに該当すると認
められた場合には、監査役全員の同意のもとに会計監査人を解任します。
　また、会計監査人が会計監査を適切に遂行できないと判断されるとき、その他その必要があると
判断した場合、監査役会が当該会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。
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３．会社の業務の適正を確保するための体制および運用状況

（１）会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社の業務ならびに当社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制
を、以下のとおり定めております。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア　会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるため、取締役会は企業統治を一層強化す

る観点から、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法令定款遵守の体制
の確立に努める。

イ　法令等を遵守した行動をとるための基本方針として「KOBELCOの3つの約束と6つの誓い」を
定めるとともに、具体的なコンプライアンス活動の基本的な事項として「コンプライアンス規程」
を定め、その周知徹底と遵守の推進を図る。

ウ　会社内に、取締役会の助言機関として外部委員を入れた「コンプライアンス委員会」を設置す
る。

エ　「KOBELCOの3つの約束と6つの誓い」や法令定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反
する行為などの情報が経営者に正しく伝わる制度（内部通報制度、コンプライアンスほっとライ
ン）により、通報者の保護を図るとともに透明性を維持した的確な対処の体制を整備する。

②　財務報告の適正性確保のための体制整備
　「財務報告に係る内部統制基本規程」に従い財務報告の適正性を確保するための社内体制を整備

する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ア　取締役会および「経営会議」等重要事項を審議する会議体における議事の経過の要領およびそ

の結果については、法令および社内規程の定めるところに従って議事録を作成し、適切に保存・
管理する。

イ　重要事項に係る決裁書等、職務の執行にかかわる重要な文書等については、適切に作成・保存・
管理する。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスク管理規程」を制定し、同規程に従って会社業務に関するリスク情報の収集と分析を行い、
リスクを網羅的・統括的に管理し、必要に応じ適切な会議体において確認評価し、その対処方針を
審議・決定する。
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⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア　2020年６月から執行役員制度を導入し、経営の意思決定と業務執行の機能を分離した。
イ　社内規程に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる

体制を整備する。

⑥　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア　子会社の経営については「関係会社管理規程」に従い、その自主性を尊重しつつ、重要な意思

決定に際しては当社主管部門・本社部門と協議､重要事項の報告などが行なわれる体制を整備する
とともに、一定金額を超える設備投資や財産処分行為他については、当社の取締役会または「連
結経営会議」における承認を要求することで、グループ一体運営を図ることとする。

イ　子会社に対して、適宜取締役または監査役を派遣し、子会社の取締役会へ出席するとともに、
子会社の経営を管理・監督する。

ウ　当社および子会社は、各社の「リスク管理規程」に従い、会社を取り巻くリスクを把握して評
価を行い、適切な予防保全策を立案・実行する統制活動（リスク管理活動）を推進する。

エ　当社「コンプライアンス委員会」をグループ企業全体のコンプライアンスの助言機関とし、同
時に子会社は、それぞれ業務の適正の確保に必要なコンプライアンス体制を整備する。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の職務遂行を補助す
るための使用人を監査室に置く。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性ならびに使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
ア　当該使用人の人事異動および業績評価については、監査役と事前に協議する。
イ　当該使用人は「監査役監査規程」に従い、監査役の指示を受けて監査役監査に係る補助業務等

を行なう。なお、監査役監査に係る補助業務等の遂行にあたっては、取締役・執行役員および使
用人はこれを妨げず、監査役の指示の実効性確保に協力する。

⑨　監査役への報告に関する体制
ア　取締役・執行役員、使用人および子会社の取締役、監査役、使用人ならびにこれらの者から報

告を受けた者は、職務執行に関して重大な法令、定款違反もしくは不正行為の事実、または会社
に著しい損害を及ぼすおそれある事実を知ったときは、遅滞なく監査役または監査役会に報告す
る。

イ　取締役・執行役員、使用人および子会社の取締役、監査役、使用人は、監査役会および監査役
から要請があった場合のほか、必要に応じて、職務の執行、コンプライアンスおよびリスク管理
等の状況について、監査役または監査役会に報告する。

－ 28 －
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⑩　監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
　「内部通報システム」における内部通報者の不利益待遇の禁止と同様に、監査役に報告を行なっ
た者が不利な取扱いを受けないことを「コンプライアンス規程」に定め、その周知徹底を図る。

⑪　監査役の職務の執行等について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の支払い等の請求をしたときは、
当該請求が監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債
務を処理する。なお、監査役および監査役会は、職務上必要と認める費用について、毎年、あらか
じめ一定額の予算を計上する。

⑫　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア　代表取締役は、監査役と可能なかぎり会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見の

交換のほか、意思の疎通を図るものとする。
イ　取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な業務執行の会議への監査役の出席を確保する。

（注）当社は、2020年６月18日開催の取締役会の決議により体制の一部を変更しており、上記は当
該変更がなされた後のものです。その内容は、2020年６月から執行役員制度を導入したことによ
る記述の追加であります。

（２）会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループにおける会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおり
であります。

①　取締役の職務執行
　当社は、取締役会を原則として月１回開催し、重要事項の決定や取締役の業務執行状況の監督等
を行っております。当連結会計年度については臨時を含めて19回開催しております。また、社外取
締役は、取締役会に出席して適宜忌憚のない意見を述べ、経営の監視・監督に努めるとともに、監
査役との定期的な意見交換によってその職務の実効性を高めております。
　さらに、事業戦略や業務執行に関わる重要事項を適切かつ効率的に審議する場として、代表取締
役社長、執行役員および常勤監査役で構成される「経営会議」を開催し、自由・闊達な議論を行っ
ております。同会議における審議事項は必要に応じて、取締役会に審議事項もしくは報告事項とし
て上程しております。

②　コンプライアンス
　e-ラーニングの実施や「語り合う場」の開催等のコンプライアンス推進活動を継続するとともに、
社外取締役を中心とした委員が助言を行う機関である「コンプライアンス委員会」を２回開催いた
しました。また、内部通報制度については１件の通報がありました。これらの案件については適切
に対処しております。

－ 29 －
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③　リスクの管理体制
　当社は、コンプライアンスを含めた、グループ経営に重大な影響を及ぼすリスク項目を設定・分
析し、発生防止策を策定しております。半期に１回開催する「リスク管理会議」において、当期活
動の評価および次期活動計画を審議・決定するとともに、その結果を取締役会に報告し、社外取締
役・監査役等から必要な助言を受けております。

④　子会社の管理体制
　「関係会社管理規程」に基づき、当社主管部門が子会社の管理を合理的かつ効果的に行うよう図
っております。また、子会社の重要事項は「連結経営会議」にて審議決裁するとともに、取締役会
において経営状況についての報告を受けております。

⑤　監査役の責務
　監査役は、監査役会を原則月１回開催して情報共有を行っております。当連結会計年度について
は臨時を含めて15回開催しております。また、内部監査の担当部署である監査室との緊密な連携を
保ちつつ、内部監査の結果について報告を受けております。さらに、取締役会や「経営会議」等の
重要な会議に出席し、必要な場合は意見を述べ、業務執行が適切に行われているかの確認および監
査の実効性の向上を図っております。
　監査役は、監査室との連携のみならず当社および子会社の代表取締役、取締役ならびに会計監査
人との適宜な意見交換により、経営の健全化に努めております。

　事業報告中の記載金額および株数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

－ 30 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 37,345 百万円 負 債 の 部 22,502 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
預 け 金
受取手形及び売掛金
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,344
164
767

6,803
2,927
4,886
5,562

237
△6

16,001
13,625
2,580
5,348
5,334

103
258
195
186

8
2,180

879
526
567
234

△27

流 動 負 債 17,182
支払手形及び買掛金 3,277
電 子 記 録 債 務 3,355
短 期 借 入 金 7,071
長期借入金(１年以内返済) 1,225
未 払 金 258
未 払 費 用 1,141
未 払 法 人 税 等 62
賞 与 引 当 金 321
営 業 外 支 払 手 形 192
そ の 他 276

固 定 負 債 5,319
長 期 借 入 金 275
役員退職慰労引当金 87
退職給付に係る負債 3,777
土地再評価に係る
繰 延 税 金 負 債 971
そ の 他 207

純 資 産 の 部 14,843
株 主 資 本 12,765

資 本 金 15,669
資 本 剰 余 金 1,139
利 益 剰 余 金 △4,004
自 己 株 式 △39

その他の包括利益累計額 2,078
その他有価証券評価差額金 172
土 地 再 評 価 差 額 金 2,202
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額 △297

資 産 合 計 37,345 負債・純資産 合計 37,345

－ 31 －
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連 結 損 益 計 算 書
（ 2020年 4 月 1 日から ）2021年 3 月31日まで

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 31,516
売 上 原 価 29,951

売 上 総 利 益 1,565
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,636

営 業 損 失 △2,071
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 35
受 取 賃 貸 料 21
保 険 配 当 金 33
助 成 金 収 入 298
そ の 他 の 収 益 47 436

営 業 外 費 用
支 払 利 息 57
売 上 債 権 売 却 損 13
た な 卸 資 産 処 分 損 4
出 向 者 人 件 費 負 担 金 22
控 除 対 象 外 消 費 税 等 13
そ の 他 の 費 用 17 128
経 常 損 失 △1,763

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,809 3,809

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 40
減 損 損 失 8,464 8,505
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △6,459
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22
法 人 税 等 調 整 額 △36 △14
当 期 純 損 失 △6,445
親会社株主に帰属する当期純損失 △6,445

－ 32 －
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連結株主資本等変動計算書
（ 2020年 4 月 1 日から ）2021年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計

当 期 首 残 高 15,669 1,139 2,489 △39 19,260

当 期 変 動 額
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △6,445 △6,445

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △49 △49

当 期 変 動 額 合 計 － － △6,494 △0 △6,494
当 期 末 残 高 15,669 1,139 △4,004 △39 12,765

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 72 2,153 △283 1,942 21,202

当 期 変 動 額
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △6,445

自 己 株 式 の 取 得 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 100 49 △14 135 86

当 期 変 動 額 合 計 100 49 △14 135 △6,359
当 期 末 残 高 172 2,202 △297 2,078 14,843

－ 33 －

連結株主資本等変動計算書
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貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 29,041 百万円 負 債 の 部 15,088 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
預 け 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

16,331
107
767
313

4,367
1,285
4,519
4,707

59
66

138
12,709
8,917

996
273

3,460
27

125
3,929

103
150

1
148

3,642
834

1,679
1
9

606
373
156

△20

流 動 負 債 12,744
支 払 手 形 172
買 掛 金 2,285
電 子 記 録 債 務 2,340
短 期 借 入 金 5,600
長期借入金(１年以内返済) 1,000
リ ー ス 債 務 8
未 払 金 164
未 払 費 用 775
未 払 法 人 税 等 39
賞 与 引 当 金 140
そ の 他 216

固 定 負 債 2,344
退 職 給 付 引 当 金 1,712
土地再評価に係る
繰 延 税 金 負 債 574
リ ー ス 債 務 21
資 産 除 去 債 務 35

純 資 産 の 部 13,952
株 主 資 本 12,682

資 本 金 15,669
資 本 剰 余 金 1,139

資 本 準 備 金 1,139
利 益 剰 余 金 △4,088

利 益 準 備 金 117
その他利益剰余金 △4,205

繰越利益剰余金 △4,205
自 己 株 式 △39

評価・換算差額等 1,270
その他有価証券評価差額金 164
土地再評価差額金 1,105

資 産 合 計 29,041 負債・純資産合計 29,041

－ 34 －
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損 益 計 算 書
（ 2020年 4 月 1 日から ）2021年 3 月31日まで

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 20,085
売 上 原 価 20,132

売 上 総 損 失 △46
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,634

営 業 損 失 △1,681
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 128
受 取 賃 貸 料 181
助 成 金 収 入 114
そ の 他 の 収 益 58 483

営 業 外 費 用
支 払 利 息 38
出 向 者 人 件 費 負 担 金 61
貸 与 資 産 減 価 償 却 費 107
そ の 他 の 費 用 46 254
経 常 損 失 △1,452

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,809 3,809

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 37
減 損 損 失 8,464 8,502
税 引 前 当 期 純 損 失 △6,145
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5
法 人 税 等 調 整 額 △45 △39
当 期 純 損 失 △6,106

－ 35 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書
（ 2020年 4 月 1 日から ）2021年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計資 本

準 備 金
資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 15,669 1,139 1,139 117 1,950 2,067 △39 18,837

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △6,106 △6,106 △6,106

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △49 △49 △49

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △6,155 △6,155 △0 △6,155

当 期 末 残 高 15,669 1,139 1,139 117 △4,205 △4,088 △39 12,682

評価・換算差額等

純 資 産
合 計その他有価

証 券 評 価
差 額 金

土地再評価
差 額 金

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 71 1,056 1,128 19,966

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △6,106

自 己 株 式 の 取 得 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 92 49 141 92

当 期 変 動 額 合 計 92 49 141 △6,013

当 期 末 残 高 164 1,105 1,270 13,952

－ 36 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2021年５月11日
日本高周波鋼業株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 坂 善 章 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 伸 幸 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 大 輔 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本高周波鋼業株式会社の2020年
４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

－ 37 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記
事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

－ 38 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 39 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2021年５月11日
日本高周波鋼業株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 坂 善 章 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 伸 幸 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 大 輔 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本高周波鋼業株式会社の
2020年４月１日から2021年３月31日までの第96期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

－ 40 －

会計監査人の監査報告書
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

－ 41 －

会計監査人の監査報告書
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上

－ 42 －

会計監査人の監査報告書



2021/05/26 23:28:41 / 20701666_日本高周波鋼業株式会社_招集通知（Ｃ）

監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第96期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一
致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部
監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号
ロの判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その
内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。それらをもとに会計監査人の評価表を策
定し、監査状況について検証しました。
なお、監査上の主要な検討事項については、有限責任あずさ監査法人と協議を行うと
ともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当
社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかど
うかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められま
せん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2021年５月12日
日本高周波鋼業株式会社　監査役会

常勤監査役 久 留 島 　 靖 　 章 ㊞
社外監査役 小 原 孝 秀 ㊞
社外監査役 髙 　 尾 　 和 一 郎 ㊞

以　上
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メモ欄
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株主総会会場ご案内図
会場：東京都千代田区岩本町一丁目10番５号

ＴＭＭビル　８階
日本高周波鋼業株式会社　会議室
TEL 03-5687-6023

２２

Ａ５
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神田金物通り

靖国通り

馬喰
町駅

岩本町３

岩本町１ 東神田１

岩本町
郵便局

セブン
イレブン

一橋高

TMMビル

神田川

馬喰町
鞍掛橋

小伝馬町３江戸通り

J R 総武線快速 馬喰町駅（２番出口）徒歩７分
地下鉄 都営新宿線 馬喰横山駅（２番出口）徒歩７分
地下鉄 都営新宿線 岩本町駅（Ａ５出口）徒歩８分
地下鉄 東京メトロ 日比谷線 小伝馬町駅（２番出口）徒歩５分

駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますよう
お願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図


